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Justice）」に関しては， ロバート・トーマス （Robert Thomas） とジョ ・ートムリン



































































政サービスの転換（Transforming Public Service）』7），2007 年の審判所，裁判所及





















Aid, Sentencing and Punishment of Offenders Act）以降の法律扶助の制限9），行政的

















































































（出典）　R. Thomas, “Current Developments in UK Tribunals: Challengers for Administrative 
Justice” in S. Nason （ed）, Administrative Justice in Wales and Comparative Perspective 
（University of Wales Press, 2017）, p. 188.
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た18）。彼は，労働・年金省によって提供された証拠の質はしばしばなんらか





とを意味した。同じく，2017年には，RF事件（R (RF) v Secretary of State for Work 
and Pensions ［2017］ EWHC 3375 （Admin））において，行政裁判所（高等法院の行政






てきた19）。例えば，2007 年と 2015 年の間に，認容された社会保障審査請求





















































































































































































































































体は，事件を準備するのに 2 時間から半日使い，現在，20 分から 30 分かか

















































きかは，より論争的である51）。モヒブラ事件（R (Mohibullah) v Secretary of State 
for the Home Department ［2016］ UKUT 561 （IAC））において，上級審判所（移民及
び庇護室）の長官であるマクロスキー（McCloskey）裁判官は，「ビデオリンク
による証拠の仕組みは，民事でも刑事でも他の文脈において，まったく不満
足であるとわかった」と述べた52）。キアリ ・ーバインドロス事件（R (Kiarrie 





































































































































































































































































（出典）　R. Thomas and J. Tomlinson, “A Different Tale of Judicial Review?: Administrative 

























31 万 7000 件 17 万 8818 件 7000件  国内審査 5万2514件　審判
所への審査請求
1万件　司法審査
ユニット費用 80 ポンド 592 ポンド 80 ポンド（推定） 707 ポンド
全体の費用
　 （2016–17年）
適用なし 1億 580 万ポンド 適用なし 8570 万ポンド
平均処理日数 13 日 125 日 15 日 230 日
認 容 率 15％ 65％ 18% 49%
（出典）　R. Thomas and J. Tomlinson, “A Different Tale of Judicial Review?: Administrative 






























































みられるように， 2013 年以来判断された150万件の再審査の内， 20% が認容












図 1　2013 年から 2018 年までの強制的再審査と審判所の認容率
（出典）　R. Thomas and J. Tomlinson, “A Different Tale of Judicial Review?: Administrative 
































果的な救済を与えるという点で， 相対的に成功したものであった。約 40% の
移民審査請求が定期的に認容されてきた。
2014 年に，すべての既存の長期にわたって存在してきた移民審査請求の
権利が， 一部を除いて， 行政的審査に取り替えられた82）。このことは 10 年間






























政的審査の認容率は国内審査で 8% であり，国境審査で 22% であった85）。
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